入　　札　　公　　告

　次のとおり一般競争入札に付します。

　
　　平成２３年７月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県産業技術研究所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常滑窯業技術センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　センター長　松下　福三
１　調達内容
  (1) 調達案件の名称及び数量
　　　平成２３年度緊急雇用創出事業基金事業
　　　常滑窯業技術センター及び三河窯業試験場における除草、樹木剪定業務　一式
  (2) 調達案件の仕様等

　　　「入札説明書」で示す仕様とします。

  (3) 履行期間
　　　契約締結日から平成２３年９月１４日（水）まで

  (4) 履行場所
　　　ア　常滑市大曽町４丁目５０番地
　　　　　愛知県産業技術研究所常滑窯業技術センター

イ　碧南市六軒町２丁目１５番地

愛知県産業技術研究所常滑窯業技術センター三河窯業試験場
  (5) 入札方法等

    ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号）に基づき、主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行する電子的な証明書のうち、財団法人日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
　　    ＩＣカードが破損等で使用できなくなり、期日までに再発行される見込みがない等、やむを得ないと認められる事由がある場合は、事前に県の承認を得て、書面による入札書の提出により入札に参加することができます。
　　イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。
　　　　アドレス http://www.pref.aichi.jp/0000017537.html
　　ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当する金額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格

　(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない    者であること。

　(2) この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う契約からの暴力団排除に関する合意書」（平成１９年３月１５日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。

  (3)この公告の日から開札までの期間において、愛知県が発注する物品の製造・販売、物品の買い受け、役務の提供等に係る指名停止の措置を受けていないこと。

　(4) 物品の製造等に係る愛知県競争入札参加資格者名簿（平成22年４月～平成24年３月）で、
　　「３．役務の提供等」のうち「01. 建物等各種施設管理」（中分類）－「10.植物管理／01:除草・草刈」（小細分類）、「10.植物管理／02:草地・樹木管理」（小細分類）に登録されている者であること。 
３　入札説明書の交付方法等
　(1) 入札説明書の交付方法等
　　　平成２３年７月１日（金）から平成２３年７月１２日（火）までの電子入札システムの稼動時間内に、同システムにアクセスし、ダウンロードして入手して下さい。

　　（アドレス　http://www.buppin.e-aichi.jp/index.html）
　　　なお、電子入札システムの稼動時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。）以外の日の午前８時から午後８時までです。
　(2) 入札期間
　　　平成２３年７月２１日（木）午前９時から午後５時まで

　　（電子入札システムの稼働時間は、(1)のとおり。）
　(3) 開札の日時及び場所
　　　平成２３年７月２１日（木）午後５時１０分
　　　愛知県産業技術研究所常滑窯業技術センター総務課
　(4) 問い合わせ先

　　　〒４７９－００２１　常滑市大曽町４丁目５０番地　
　　　愛知県産業技術研究所常滑窯業技術センター総務課

電話（０５６９）３５―５１５１
４　その他

　(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨に限ります。

　(2) 入札保証金

　　　入札に参加しようとする者は、見積金額の１００分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭和３９年愛知県規則第１０号。以下「財務規則」という。）第１５２条の４に定める入札保証金に代わる担保を含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第１５２条の３の規定により、全部又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

　(3) 入札の無効

　　　愛知県財務規則第１５２条（入札の無効）の規定に該当する入札及びICカードを不正に使用して行った入札は、無効とします。
　(4) 契約書作成の要否

　　　要
　(5) 競争入札参加資格確認申請書及び申立書の提出期間
　　　平成２３年７月１１日（月）午前１０時から平成２３年７月１２日（火）午後５時ま　　　
　　で。
　入札に参加する者は、競争入札参加資格確認申請書(別紙２)及び申立書(別紙３)を上記期間に電子入札システムにより提出してください。なお提出した書類について説明を求められたときは、これに応じなければなりません。
　　　提出された競争入札参加資格確認申請書及び申立書を審査した結果、当該調達案件を請け負うことができると認められた者に限り、落札の対象とします。

　(6) 落札者の決定方法
　財務規則第１５３条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とします。
　(7) 事業実施にあたっての要件

本事業は、国の「緊急雇用創出事業基金事業」を活用するため、事業実施にあたっては、以下の要件を満たす必要がありますので、留意してください。

ア　当該事業のために新たに失業者を雇用すること。
イ　失業者の雇用にあたっては、雇用通知書や雇用契約書など書面により行うとともに、労働諸法を遵守すること。（ex.完全歩合（完全出来高）制は認められません。）
ウ　新規雇用する失業者の人数は５人以上とすること。　　　　
エ　委託料に占める新規雇用失業者の人件費の割合は５０％以上とすること。

注　人件費とは、賃金のほか、通勤手当、賞与、退職手当等社内規定において労働者に対する支給が義務づけられているもの、社会保険料及び労働保険料の合計額に1.05（消費税等）を乗じた額となります。

オ  新規雇用失業者の人件費について、実支出額が契約時に予定した金額（契約書の別紙１「雇用等に関する事項」に記載した金額）を下回る場合、その差額分を委託料から減額すること。

カ　受託者が想定する新規雇用失業者１人あたりの雇用期間を契約書に記載し、受託者は実績においてこれを下回らないよう最大限の努力を払う義務を負うこと。

キ　新規雇用失業者の雇用期間は６か月以内とすること。

ク　失業者を雇用する場合、受託者は、当該失業者が過去において他の緊急雇用創出事業により雇用された期間と通算して１年以内となることを確認する義務を負うこと。

ケ　新規雇用失業者の１か月あたりの勤務日数は少なくとも１０日以上とし、同一の者を２か月以上雇用する場合は、勤務する月が連続していること。

コ　新規雇用失業者の１日あたりの平均勤務時間数は少なくとも４時間以上とすること。

サ  新規雇用失業者及び既雇用者が業務に従事する場合、業務日誌等によりその従事状況（日数、勤務時間数、勤務時間、従事内容）が把握できるように書類を整備すること。

シ　新規雇用にあたっては公共職業安定所へ必ず求人申込みを行うこと。また、民間求人誌等による他の求人活動も可。　　　　　　　　　　　　　　　　

ス  前記アからシの条件に違反した場合は、当該委託契約の一部又は全部を解除し、委託料を支払わない場合があること。

セ  契約後速やかに新規雇用予定者数、雇用予定期間等を報告すること。

ソ  雇用状況等の調査をする場合があること。

タ  事業完了時に失業者の雇用に関する実績報告の提出義務があること。

チ  事業完了検査では労働関係帳簿等（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）の閲覧等を求めることがあること。
　　ツ　事業完了検査において、受託者に対して労働関係帳簿等（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）の閲覧、写しの提出等を求めることがあること。
　　　　なお、本基金事業は平成30年度まで会計検査院の対象事業となるので、事業終了後についても関係書類を保管し、委託者から関係書類の閲覧、写しの提出を求められた場合は最大限協力する義務を負うこと。

　(8) その他
　　　詳細は、入札説明書によります。












